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1 ．はじめに
　法制度や技術の変化に伴い，統計業務の形
態や範囲は変化していくものであり，統計業
務を構成する一連の業務過程の集まりである
統計業務過程1）も変化していくものである。
新統計法（平成19（2007）年法）の二次的利用
制度の下では，統計業務過程は二次利用2）を
前提とする業務を最初から含むようなものに
変化することになる。調査票や統計表を二次
利用しようとするためには，それらを適切に

保存し，いつでも利用できるようにしておく
必要がある3）。森（2008）は調査票を二次利用
のために保存したものを情報資産と呼んでい
る。また，森（2008），山口（2019）は，公的
統計における調査票情報の保管・管理体制を
集中型とする利点について，データの管理と
利用の面から指摘している。
　公的統計の統計業務過程では，調査票から
統計表を作成する業務過程は情報システムで
行うのが一般的である。公的統計調査では近
年，オンライン調査の導入が進んできている
が紙媒体の調査票は依然として多くの調査で
利用されている。また，統計調査結果はイン
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ターネットを通じて提供されるとともに紙媒
体の調査報告書に収録され利用されている。
情報は実世界に具体的に存在するものではな
く，情報を直接見るには紙媒体に記録（記
述・印刷）したもの（たとえば，調査票）が必
要になる4）。本稿では，調査票情報とは記述
済み調査票の記録内容を情報システムで扱え
るようにしたものあるいは画面に表示された
調査項目に直接回答を入力して情報システム
で扱えるようにしたものとする。
　友安（1957）は統計実務家向けに統計表の
表構造について詳しく解説している。小林
（2019）では，1つの調査票情報を複数の項目
の直積とみて，調査票情報の集合から集計値
の集合を作成する業務過程をモデル化し，統
計表の表体は各集計値を表の各セルに対応付
けて配置したものであると述べている。また，
対応のさせ方を変えると統計表の表現形（表
の見え方または表の形式のこと）は変わるが，
表体に配置する元となる集計値の集合は変わ
らないとも述べている。本稿では，統計表情
報とは調査票情報の集合から作成した複数の
集計値を表形式で表現した情報とし，統計表
とは統計表情報を編集して紙媒体上に記録し
たものとする5）。なお，本稿中で，「調査票」の
利用や「統計表」の利用と表現しているのは，
「調査票上の記述内容」の利用や「統計表上の
統計その他の印刷された内容」の利用を意味
している。
　調査票，調査票情報，統計表情報及び統計
表は，そこに記録されている内容（以下，「情
報本体」）と項目の配置のしかたのように情
報本体の形式的構造を表現する仕様（以下，
「様式」）から構成されている6）。通常，情報本
体と様式は一体として扱われる。情報本体は
複数の項目（たとえば調査票なら各調査項
目）の集合と考えてよい。なお，様式は，上
記でいう情報本体とは別種の情報である。調
査票，調査票情報，統計表情報及び統計表の
情報本体は，様式と分離独立させることによ

り，共通のデータベース構造を用いて表現可
能である7）。このことは，公的統計調査全体
を対象とした一元的なアーカイブが構築でき
ることを示唆する。
　一般に「アーカイブ」には，①組織的に収集
し保存された記録や資料，②記録を保管する
組織や機関，③記録を保管する施設という 3

つの意味がある（たとえば，国立国語研究所
（2003），Pearce－Moses（2005）など）。本稿で
は，記録媒体の種類（紙媒体，電磁的媒体，光
学的媒体）にかかわらず，収集された個々の
記録や資料の集積全体を①の意味のアーカイ
ブと考え，単に「アーカイブ」としたときには
①の意味で用いている。一方，②及び③の意
味で用いるときは，それぞれアーカイブ組織
及びアーカイブ施設と表すことにする。公的
統計の統計調査の調査票，調査票情報，統計
表情報及び統計表を，将来の利用に供するた
め，収集，保存したものは，①の意味のアー
カイブと言ってよい。
　統計数値は，それがどのように作られ，何
を表しているのかを理解していなければ適切
に利用することはできない。統計数値のよう
なデータは，その意味を理解するのに必要と
なる情報と結びつかなければ単なる抽象的な
数に過ぎない。一般に，データが表す意味を
理解するのに必要なデータのことを「メタ
データ」という。メタデータの最も簡明な定
義は「データに関するデータ」であり，統計
分野の情報システムにおいてメタデータに相
当する語を最初に使用したのは Sundgren 

（1973）である。UNSC and UNECE （2000）に
よれば，統計メタデータとは統計データのメ
タデータのことである。
　美添（2005），森（2008）では，調査票情報
を保存する統計データ・アーカイブの必要性
とともにメタデータの整備，蓄積の必要性に
ついても指摘している。小林（2012）は，統計
データの作成過程と並行して統計メタデータ
を収集すること及び統計データ・アーカイブ
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と統計メタデータ・アーカイブを一体的に整
備することの必要性を指摘している。統計改
革推進会議（2017）では，統計，統計ミクロ
データ及び行政記録情報にメタデータを含め
た統計等データの利活用を社会全体において
促進することとされており，そのための基盤
の整備に言及している。諸外国と比べ，日本
の公的統計分野では統計メタデータあるいは
統計メタデータ・アーカイブの整備の必要性
を指摘する研究等が散見されるに留まってい
る。統計メタデータは，統計データを解釈す
る上で本質的な重要性を持っているにもかか
わらず，公的統計においては従来，統計デー
タの補助的，附属的な情報として取り扱われ
ており，あまり重要視されてこなかった。
　統計情報と統計業務過程は互いに密接に関
係する存在である。本稿では，統計情報とは
統計業務過程の生起，進行，終了に従って発
生，変化，消滅，存続していく情報及びそれ
らの情報相互の関係を表す情報8）からなるも
のであるとする。したがって，調査票（に記
述された内容），調査票情報，統計表情報及び
統計表（に印刷された内容）に限定するもの
ではない。Radermacher et al. （2009）は，統計
情報とは統計データとそれに関係する統計メ
タデータが一体となっている情報であるとし
ている。本稿における統計情報アーカイブと
は，統計情報が統計データ及び統計メタデー
タから構成されるという視点で，統計情報を
保存したものである。
　各府省は，総務省政策統括官（統計基準担
当）（2019a）に沿って，調査票情報及び匿名
データを符号表やレイアウトフォームを含む
ドキュメント類と共に保存し，適正に管理す
ることが求められている。しかし，利用者が
調査票情報を利用しようとする際には符号表
とデータレイアウトは電子的な情報として提
供されるものの，それ以外の統計メタデータ，
たとえば項目の定義，調査方法，回収数（率）
や有効回答数（率），エディティング規則，エ

ディティングによる項目値の変遷情報，標本
調査における推定方法や推定精度などについ
ては提供されず，それらは調査報告書を参照
せざるを得ない9）。また，統計表情報につい
ても，分類項目と調査項目の関係，集計項目
の算出方法など，やはり調査報告書を参照せ
ざるを得ないのが現状である。
　調査報告書は，統計調査に関する情報が網
羅的，一元的に集積されているものである。
今日では，調査票や統計表は電子的な情報と
して提供されるようになったものの，それら
の利用上必要な統計メタデータは，調査報告
書のように網羅的，一元的な形で電子的な情
報として整備されているわけではない。すな
わち，調査票情報や統計表情報の利用時に必
要となる統計メタデータを，わざわざ調査報
告書のような別の媒体上に存在する情報源か
ら探し出し，参照しなくてはならないという
不便さが解消できていない10）。また，電子化
されていても統計メタデータが再利用可能な
形式で保存されていない場合や統計データと
統計メタデータあるいは統計メタデータ相互
の関係付けがされていないような場合には，
やはり利便性が低いと言える。統計メタデー
タ・アーカイブ構築の必要性の一つは，この
ような問題を解決することにある。
　以下，第 2節では統計データ及び統計メタ
データの種類並びに統計メタデータ標準の動
向に触れる。第 3節では二次利用を前提とす
る統計業務過程のモデルと統計情報が具える
べき性質について述べる。第 4節では公的統
計の統計情報アーカイブの構造とアーカイブ
実現のための技術について述べ，次いで，第
5節では統計メタデータ・アーカイブの展開
可能性について示す。最後に第 6節で今後の
展望について述べる。

2 ．統計データと統計メタデータ
2.1　統計データの種類
　日本では，統計データという語の意味が集
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計値から個別データや匿名化データを指すも
のへと変化してきた11）。一方，UNSC and UN-

ECE （2000）によると，統計データとは統計
ミクロデータと統計マクロデータの両者12）を
包含する概念とされており，日本と比べ明確
にされていると言える。
　従来，統計データは個別性の有無で統計ミ
クロデータと統計マクロデータに分けられて
いた。調査票の一次利用により統計表を作
成・提供する統計業務過程では，統計作成の
中間段階でサマリーデータあるいは中間集計
表と呼ばれるものがある。このデータは，ミ
クロレベルとマクロレベルの中間（メソレベ
ル）に位置するので，メソデータ（mesodata）
と呼ばれる（Radermacher et al. （2009））。メソ
データは，ミクロデータを集計したものであ
り，マクロデータより粒度（データの集約レ
ベル又は詳細レベルのこと）が相対的に細か
いデータである。諸外国では2000年代に統計
データの提供形態が多様化し，メソデータを
データキューブの形態で提供する例がみられ
るようになった（小林（2012））。しかし，管見
の限りでは，日本の公的統計分野でデータ
キューブの提供は実現していない。表 1は統
計データをその特徴と粒度の違いで整理した
ものである。

表 1　統計データの種類

名称（略称） 特徴
データ
の粒度

該当する例

統計ミクロデータ
（ミクロデータ）

個別的，
非集約的

小　細
調査票情報，
匿名化データ

統計メソデータ
（メソデータ） 集約的，

非個別的

データキューブ

統計マクロデータ
（マクロデータ）

大　粗 統計表情報

　メソデータはマクロデータに対して相対的
に決まるものである。統計調査ではさまざま
な統計が作成される。本稿では，調査計画で
当初公表することにしていた統計をマクロ
データ，それを作成する中間段階で得られる

統計をメソデータとする。しかし，ある統計
調査で公表される複数の統計表間の関係を考
えると，ある粒度の統計がマクロデータであ
りメソデータでもあるという二重性を持つこ
とがある。たとえば，都道府県レベルの統計
表と全国レベルの統計表が公表される場合，
都道府県別表にある統計は二重性を有する
データである。ある統計調査において絶対的
なマクロレベルのデータを決めるのは現実に
は困難である。また，メソデータの粒度を細
かくしていくとミクロデータと変わらない粒
度のデータが出現するようになる。メソデー
タを提供する場合，このような疑似ミクロ性
が生じないような粒度を探索的に見出すこと
で，この問題は実務的には解消可能である。

2.2　 統計メタデータの種類と統計メタデー
タ標準を巡る動向

　欧米における統計メタデータの整備や統計
メタデータを用いた統計情報システムの構築
に関する研究は，1990年代から 2000年代に
かけて盛んになった。90年代半ば以降になる
と，統計メタデータに関する用語集やガイド
ラインが作られている。近年では，統計業務
過程を一般化した汎化統計業務過程モデル
（GSBPM: Generic Statistical Business Process 

Model）及び統計メタデータの概念モデルで
ある汎化統計情報モデル（GSIM: Generic Sta-

tistical Information Model）が提案されている。
　これらの動きの中で，統計メタデータに対
する認識は，当初の簡明で抽象的なものから
より広範で具体性のあるものに変化している。
たとえば，Dippo and Sundgren （2000）は，統
計メタデータを①統計データを解釈，理解，
分析するのを助けるもの，②統計データを識
別し，その所在を見つけ，検索するのを助け
るもの，③統計調査の設計・企画プロセス及
び実施プロセスに関して記述及びフィード
バックに使われるものの 3 つに分類してい
る。③はパラデータ（paradata）とも呼ばれて
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いる（Radermacher et al. （2009）。ただし，こ
の語自体はCouper （1998）が作ったとされ
る）。パラデータには，たとえば調査票の回収
数（率），項目補完率などがある。また，Rad-

ermacher et al. （2009）は，①構造的メタデー
タ（structural metadata）と②参照メタデータ
（reference metadata）の 2つに分類している。
前者は統計データを識別，形式的に記述，検
索するのに利用するもの，後者は統計データ
の意味的視点による内容と品質を記述するも
のである。現在では上記の例のように，統計
メタデータには統計データと直接的に結びつ
くものと必ずしも直接的に結びつくとは限ら
ないものがあると考えられている。
　統計メタデータの実装レベルの標準として
代表的なものにミクロデータ向けの DDI 

（Data Documentation Initiative）と集計データ
向けのSDMX （Statistical Data and Metadata 

eXchange）の 2つがある13）。DDIでは，従来
の標準（DDI Codebook）とは別に，統計業務
過程を対象にして統計データのライフサイク
ルを記述するDDI Lifecycleが作成されてい
る。DDI codebookは，CESSDA （Consortium 

of European Social Science Data Archives），
CRDCN （Canadian Research Data Center Net-

work）などで利用されている。また，DDI 

Lifecycleは，フランス，オランダなどの統計
局で利用されている。
　一方，SDMXでは，EurostatがSDMXを拡
張してより多くのデータ品質に関する情報を
含むようにしたESMS （Euro SDMX Metadata 

Structure）を作成し，メタデータ標準として
採用している。近年では，GSIMとGSBPMを
概念モデルとして，DDIとSDMXといった既
存の標準間の相互運用可能性を高めたり，統
合化を進めたりしていこうという動きが出て
きている13）が，管見の限りでは統計業務過程
全体を通して包括的，体系的に記述可能なメ
タデータ標準の実現には至っていないようで
ある。

3 ．統計業務過程と統計情報
　旧統計法（昭和22（1947）年法）下の統計業
務過程は，調査票と統計表の一次利用を前提
としており，調査票の二次利用は例外的，附
随的な業務であった。法制度上，調査で使用
する調査票及び作成される統計表の様式と種
類は，調査設計者が調査設計時に決定してお
かねばならないため固定的であり，事後的な
追加や変更は認められなかった。したがって，
統計業務過程の処理形態は定型的である。一
方，新統計法では二次的利用制度が創設され
たことから，統計業務過程は初めから二次利
用を前提とする業務過程，すなわち統計情報
の保存と提供の 2つの業務過程，を組み入れ
たものに変化することになる。統計表情報の
二次利用のニーズはもともと不定期に発生す
るものである。また，調査票情報の二次利用
のニーズは不定期に発生するものであり，作
成される統計表の様式と種類は統計利用者が
自由に決めることも可能である。さらにこれ
らのニーズは内容も求められる提供形態も多
様であるため，二次利用のための提供業務は
一般に非定型的である。
　本節では，旧統計法下の統計業務過程と新
統計法下の統計業務過程を区別するため，前
者を「一次利用型統計業務過程15）」，後者を
「二次利用型統計業務過程」と呼ぶことにす
る（図 1参照）。一次利用型統計業務過程は，
法制度の変化に関わらず基幹的な役割を担っ
ている統計業務過程である。二次利用型統計
業務過程の下で保存と提供の対象となる統計
情報は，一次利用型統計業務過程全般に由来
するものである。以下，単に「統計情報」と
言った場合は一次利用型統計業務過程に由来
する統計情報のことを指すものとし，調査票，
調査票情報，統計表情報及び統計表を「狭義
の統計情報」と呼ぶことにする。統計情報の
保存と提供は，一次利用型統計業務過程が終
了した後も継続して機能していくことにな
る16）。
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　実世界では調査対象が時間とともに変化す
るため，一度実施した統計調査とまったく同
一内容の統計調査を再現することはできない。
特に，調査票上の記述内容は，一部でも失わ
れてしまうと復元ができないものなので，統
計情報アーカイブの中では最も重要な情報で
ある。統計情報アーカイブの中で狭義の統計
情報は再現性を具えている必要がある。ここ
でいう再現性とは，保存している調査票情報
又は調査票を用いて，一次利用型統計業務過
程と同じ統計的方法，同じ処理手順を施すと，
保存している統計表情報又は統計表と同じ成
果物が得られるという性質とする。再現性は，
保存している調査票情報，処理手順などの正
当性を保証するものである。また，統計情報
は完全性，すなわち保存している統計情報の
みを用いて再現性が実現できるという性質を
具えている必要がある。完全性は，再現性を
実現するのに必要な情報が，保存している統
計情報の範囲で充足していることを保証する
ものである。二次利用に当たり再現性と完全
性は重要な性質と言える。保存している統計
情報が再現性と完全性を備えていることによ
り，再集計に必要なデータがないため過去の
集計結果を再現できないという事態は避けら

れることになる。過去の集計結果をいつでも
再現できることで，統計作成者だけでなく統
計利用者も，統計作成の業務過程と生成物の
正当性を評価することが可能となる。
　統計情報アーカイブの主要な関係者として
統計利用者，統計作成者及びアーカイブ管理
者（以下，「アーカイブ関係者」）が考えられ
る。以下では再現性及び完全性について，こ
れらのアーカイブ関係者との関係の観点から
見てみることとする。現行の二次的利用制度
の下では，脚注15で述べているように調査票
情報の二次利用で提供対象となるのは，エ
ディティング済みのクリーンな調査票情報で
あるから，統計情報アーカイブから調査票情
報の二次利用者に提供するのもクリーンな調
査票情報となる。したがって，統計利用者に
とっての再現性は，この調査票情報から統計
表情報又は統計表までの範囲での実現という
ことになる。一方，統計作成者とアーカイブ
管理者はエディティング前の調査票情報や調
査票を利用できるので，再現性はこれらの情
報から統計表情報又は統計表までの範囲での
実現ということになる。特にアーカイブ管理
者にとっての再現性は，保存している統計情
報に誤りや欠落，記述のあいまいさといった

図1　二次利用型統計業務過程の概念図

［二次利用型統計業務過程］

：情報（データとメタデータ）の流れ ：業務の流れ

統計情報アーカイブ

［一次利用型統計業務過程］ 保存 提供

統計情報
（一次利用型統計業務過程に由来）

狭義の統計情報
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ことがないかを検証する際に不可欠な性質で
あると言えよう。一方，完全性はアーカイブ
関係者が第 1節後半で述べた統計情報利用時
のメタデータ参照における不便さを解消する
ために必要な性質である。

4 ． 統計情報アーカイブとデータウェアハウ
ス

　統計表は，調査報告書の形で図書館に保存
され，利用されるという形態が，長い間一般
的であった。図書館は，現在も統計表のアー
カイブ施設として，あるいはアーカイブ組織
としての役割を担っていると考えてもよいだ
ろう。統計審議会（1985）の提言後，情報通信
技術の進展に伴い，現在では統計表（調査報
告書掲載表だけでなく非掲載表も含む）は，
紙媒体の印刷上の制約を受けない統計表情報
として保存され，インターネットを通じて提
供されるようになっている。
　一方，調査票は，伝統的な視点では「統計
材料17）」として位置づけられており，成果物
である統計表ができてしまえば不要と認識さ
れていた。諸外国におけるデータ・アーカイ
ブ組織の成立・発展は，社会調査や統計調査
のミクロデータの二次利用に対する社会的要
請と密接に関係して進んできた18）。日本では，
新統計法施行後，公的統計の基本的な計画を
定めた統計委員会（2009）及び同（2014）の中
で，各種統計調査の調査票情報の蓄積を政府
として推進していくものとされている。分散
型の統計機構をとる日本では，統計調査を所
管する府省が第一義的に調査票情報の保存を
行っている。総務省政策統括官（統計基準担
当）（2019a）は，各府省が統計調査によって収
集した調査票情報を国民の共有財産として将
来にわたり利活用可能とするための調査票情
報等の管理に関する指針を示している。その
中では，符号表とレイアウトフォームに加え
て調査票情報を利用するのに必要となるド
キュメント類を調査票情報と併せて保存する

こととされている。
　調査票の様式は統計調査によって多様であ
るし，統計調査によっては複数種類の調査票
が用いられることがある。また，統計表の様
式は一つの統計調査の中にあっても複雑・多
様である。さらに，統計編成過程の情報シス
テム設計者が設計する調査票情報と統計表情
報も多様な様式で表現される。既存の統計表
を様式と共に標準化して，データベース（以
下，「DB」）を構築しようとする試み19）はあっ
たものの，公的統計全体の範囲では実現して
いない。調査項目の標準化に関する研究会
（2006）の検討結果に基づき，調査票情報や匿
名データは政府標準レイアウト記述や符号表
によって記述することが決められている。し
かし，政府標準レイアウト記述では個別統計
調査に由来する様式部分まで標準化されてい
るわけではない。
　二次利用型統計業務過程で統計情報をアー
カイブに保存する場合，狭義の統計情報の多
様性，複雑性を解決しておく必要があるが，
それには発想の転換が必要であろう。第 1節
で述べたように狭義の統計情報は，情報本体
と様式が一体の形で表現されている。様式は
情報本体の見せ方を与える上で必要なもので
ある（小林（2019）は統計表の見せ方を「表現
形」と呼んでいる。この概念は狭義の統計情
報に拡張できる）。様式が既定されていると，
調査票の記入，統計表の集計などといった狭
義の統計情報を作成する作業の操作性は向上
する。しかし，調査票の情報本体は収集する
調査項目が既定されていれば様式に依存せず
に収集し得るし，統計表の情報本体は目的と
する統計の作成方法が既定されていれば様式
が既定されていなくとも作成可能である。狭
義の統計情報が見せる多様性，複雑性は様式
に由来するものであって，情報本体に由来す
るものではない。狭義の統計情報から様式と
いう一種のメタデータを分離すること，すな
わち様式独立にすることにより，情報本体を
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後述する多次元DBの形で保存でき，保存時
のDB構造の統一性と提供時の表現形の柔軟
性を両立させることが可能となる。中間集計
表の様式は通常，統計表情報の様式を想定し
て定めるので，上述の考え方は統計メソデー
タにも適用できる。DB構造の統一性はアー
カイブされた様式独立な狭義の統計情報の管
理容易性を高める。さらに，どの統計調査も
保存時のDB構造を同一のモデルで表現でき
ることから，公的統計全体の統計情報アーカ
イブ構築を進めることが期待できる。また，
表現形の柔軟性は利用者自身が希望する様式
で統計情報を利用することができるという利
点がある。

　図 2は，個別統計調査の統計情報アーカイ
ブの構造と利用に関して図示したものである。
図中の両矢印は，両端に示すものの間に参照，
生成などの関係があることを表す。統計情報
アーカイブは，相互に関係する統計データ・
アーカイブと統計メタデータ・アーカイブか
ら構成される。統計データは，情報本体を構
成する項目のうち量的項目に該当するもので
ある。たとえば，様式独立な統計ミクロデー
タは，調査票情報の量的項目に該当するもの
である。統計メタデータには，統計データに
直接的に結びつくものと間接的に結びつくも
のがある。図 2では，統計データと直接的に
結びつく統計メタデータのうち秘匿方法と様

図2　統計情報アーカイブの構造と利用の概念図

＜統計情報アーカイブ＞
要求

提供

調査票情報

匿名化データ

データキューブ

統計表情報

統計情報の
利用者

＜統計データ・アーカイブ＞

様式独立な
ミクロデータ

様式独立な
メソデータ

様式独立な
マクロデータ

＜統計メタデータ・アーカイブ＞

統計データと直接的
に結びつくもの

統計データと間接的
に結びつくもの

＜提供データの例＞

提供データを利用す
るのに必要なドキュ
メント等

うち
秘匿
処理
方法

うち
提供
のた
めの
様式
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式については特に明示してある。二次利用者
の要求があると，統計情報提供者は必要に応
じて統計データの秘匿処理を行った上で，調
査設計時の様式又は二次利用者が指示する様
式に従って，統計データ及び関係する統計メ
タデータを選択して配置した形態で統計情報
を提供することになる。また，併せて提供
データを利用する上で必要となるメタデータ
を提供する。
　統計情報は一次利用型統計業務過程の進行
に沿ってアーカイブに格納していくのが望ま
しい。特に調査票情報から統計表情報までを
順次アーカイブに格納する情報システムが実
現すれば，図 2の統計情報の利用者には統計
作成者も含むことになる。ただし統計的開示
管理の観点から，利用者の立場によってアク
セス可能な統計メタデータ及び /又は統計
データの範囲には制約を設ける必要がある。
　統計情報アーカイブを実現するには，DB

技術が重要な要素技術となる。1980年代に
DB技術が発展し，DBの設計，構築のシステ
ム開発において，メタデータの有用性が認識
されるようになった20）。1990年代に入ると，
企業活動の日常で発生する個別データとそれ
を集約したデータを多次元DBとして蓄積す
るデータウェアハウス（Data WareHouse。以
下，「DWH」）とオンライン分析処理（OnLine 

Analytical Processing。以下，「OLAP」）ツール
が，企業の経営意思決定支援システムとして
登場した21）。多次元DBは，検索や分析の対象
となる数値をセルに，検索や分析に用いる複
数の属性を配列の軸にした多次元配列で実現
される。統計データは多次元DBのセルに対
応し，統計メタデータは多次元DBの軸にな
る複数の属性に対応するものと考えてよい。
OLAPとは，経営意思決定のように不定期に
発生しかつ非定型な処理を要するようなエン
ドユーザーの要求を実現するため，蓄積され
ているデータを多面的な視点で検索・分析し，
結果を迅速に提供する処理をオンラインで行

うものである。UNSC and UNECE （1999）は，
政府統計機関のクリアリング機能を実現する
統計情報システムの一つとしてDWHを取り
上げている。OLAPの基礎となる多次元DB

は，データキューブとも呼ばれ，統計分野で
は統計情報提供の一形態として利用されてい
る。
　図 2の右側には，統計情報アーカイブの利
用と提供データの例を示している。一般的な
流れとして，利用者は，利用したい統計デー
タ又は統計メタデータを要求し，アーカイブ
から提供を受ける。本稿で提案する統計情報
アーカイブは，第 1節で述べたような狭義の
統計情報の利用上の不便さを解消するもので
あり，提供されるのは基本的に電子的な情報
になる。統計データの利用要求と提供は，技
術的にはオンラインで処理可能なものの，
データの特徴（表 1参照）によって法制度上
の扱いが異なるため，OLAPのような処理が
一律に利用可能となるわけではない。一方，
統計メタデータのみの利用要求と提供は，技
術的にはオンラインで処理可能である。
　DWHは，通常，時系列でデータを保存し，
一度保存したデータは更新しないので，アー
カイブとしての性質を満たすものと言える。
DWHは統計データと統計メタデータの一体
的な保存を実現する技術と言えよう。DWH構
築の際には，統計情報の完全性を満たすため
に，狭義の統計情報を包含する統計情報全体
をDWHとすることが必要である。

5 ． 統計メタデータ・アーカイブの展開可能性
5.1　統合化による展開可能性
　調査項目の標準化に関する研究会（2006）
では，基幹統計調査（検討当時は指定統計調
査）の調査項目について定義の標準化の研究
が行われ，その成果は「政府統計の総合窓口
（e－Stat）」で見ることができる。しかしなが
ら，同研究会で問題提起された統計表の表章
項目の定義の標準化は，今日に至っても進ん
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でいない。
　個別統計調査レベルの統計メタデータ・
アーカイブを整備する際に考慮すべきことの
一つは，調査票情報と統計表情報の各々が持
つ項目間の相互参照性を確立することである。
統計表の分類項目と集計項目は，もともと調
査項目等に由来するものである。項目間の相
互参照性の確立は，後述するトレーサビリ
ティの確立に寄与し得るものである。項目間
の相互参照性が確立していない状態であると，
調査報告書を参照しなくてはならなくなる可
能性があり，統計情報の完全性を満足しない
ことになってしまう。また，DDIとSDMXの
ように調査票情報と統計表情報で別々に統計
メタデータを整備するのは，個別の統計調査
の統計メタデータ・アーカイブ内で統計メタ
データの重複や脱漏を引き起こす可能性が高
く，望ましくない。調査票情報と統計表情報
の項目間の相互参照性の確立は，公的統計全
体を通じた統合的な統計メタデータ・アーカ
イブ（以下，「統合統計メタデータ・アーカイ
ブ」）構築の際の共通語彙基盤の整備につな
がるものでもある。
　統計メタデータは，公的統計全体に共通す
る大域的なメタデータ，個別の統計調査に固
有の局所的メタデータ及び両者の中間的な半
大域的なメタデータに分類できる（図 3）。こ
の分類に従って統計メタデータ・アーカイブ
も，個別統計調査レベルから公的統計全体レ
ベルまで，階層的に構築していくことが考え
られる。

　統計調査ごとの統計メタデータが集積され，
統合統計メタデータ・アーカイブが構築され
ることで，さらに可能となり得ることとして，
下記の点が考えられる。
　1点目は，公的統計における用語の標準化
の実現である。個別統計調査の統計メタデー
タ・アーカイブの統合化を進めることにより，
統計メタデータの調査横断的な相互参照性や
共通化のための整合性の確立を進めることが
可能となる。共通語彙基盤の構築における統
計メタデータやその記述で使われる用語の標
準化は，調査設計者が統計メタデータを二次
利用して新規統計調査を設計する際や統計利
用者が複数の統計調査の調査結果を比較する
際に有用である。
　2点目は，トレーサビリティの実現である。
統計データのトレーサビリティとは，ある統
計データに着目したときに当該データの作成
元に該当する統計データは何か（トレース
バック），また当該データの利用先に該当す
る統計データは何か（トレースフォワード），
及びその統計データはどのような統計的方法
により作成されたかといったことを明らかに
し得ることである。
　二次統計では，トレーサビリティは統計の
品質保証，品質評価において必要なものであ
り，統計作成者の業務過程の透明性，成果物
の適正性を示すものと言える。また，統計利
用者にとっても統計の理解の向上につながる
とともに，利用者自身が新たな加工統計を作
成する際の参考になり得る。これは，二次統
計に関する統計メタデータを包含する統合統
計メタデータ・アーカイブの構築により初め
て可能となる。一次統計においても，トレー
サビリティは重要であって，頻度表や数量表
の集計値が，どの個別データに由来するのか
を知ること22）により，集計方法の誤りなどの
チェックに利用できるなど，統計編成過程の
品質評価に役立つ。もちろん，個別データに
まで遡るトレーサビリティ情報へのアクセス

＜性質：大域的＞　　　＜範囲：公的統計全体＞
　　公的統計調査全体に共通の統計メタデータ
　　例）調査の根拠法，ガイドライン，統計基準など。
＜性質：半大域的＞　　＜範囲：複数の統計調査＞
　　相互に関連する調査間に共通の統計メタデータ
　　例）調査対象，調査地域など。
＜性質：局所的＞　＜範囲：個別の統計調査＞
　　調査固有の統計メタデータ
　　例）調査目的，項目とその定義など。

図3　統計メタデータの階層
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は，統計的開示管理の観点から統計作成者の
範囲に限るのは言うまでもない。
　また，統計メタデータのトレーサビリティ
も考えることができる。これはたとえば，あ
る導出項目の導出元になる調査項目は何か，
その調査項目を利用した導出項目は何か，そ
の導出項目はどのような導出方法で作成され
たのかといったことを明らかにし得ることで
ある。統計メタデータのトレーサビリティは，
統計メタデータの概念間の関係を含めて考え
るのがよいので，後述するオントロジーの確
立が必要となる。
　3 点目は，統計情報アーカイブの情報セ
キュリティとオープンデータ化の両立の実現
である。メタデータだけをドキュメントとし
て調査票情報と別に保存する方法では，情報
の更新があった際に相互の同期を確保するこ
とが困難であるし，誤りも生じやすい。その
点，DWHはデータとメタデータ相互のリンク
は常に同期し，整合するようにできるという
利点がある。個別統計調査の統計情報アーカ
イブにおいて，ミクロレベルの統計データと
その統計メタデータとのリンケージ情報は秘
匿して，承認された利用者のみがこのリン
ケージ情報を含めた統計ミクロデータへのア
クセスを許可される仕組みを作ることは技術
的に可能である。また，統合統計メタデー
タ・アーカイブにある調査項目等とその定義
記述を，調査横断的，網羅的に検索し，比較
できるような情報システムを構築することは
技術的に可能である。これにより，統計ミク
ロデータの秘匿は保証しつつ，アーカイブさ
れた統計メタデータを広く利用者にオープン
データとして公開することが可能となるであ
ろう23）。
　4点目は，データリンケージのキー項目候
補を調査横断的に探索することの実現である。
データリンケージにおけるキー項目の候補が
統計データにアクセスする前に探索可能とな
ると，調査票情報の二次的利用の申出前にリ

ンケージ方法を検討する上で有用である。特
に，リンケージデータによる実証研究では，
分析のためのデータ調製作業の時間を短縮す
ることにつながるだろう。複数の調査票情報
を組み合わせたリンケージデータは，単独の
統計調査の調査票情報に比べ，はるかに高い
開示リスクを持っていると予想できる。統計
データのリンケージキーファイルの管理と利
用は厳格に行う必要がある。それにもかかわ
らず，リンケージデータの作成は新たに調査
を行わないで有用なデータを得る可能性を持
つ有効な方法と言える。データリンケージに
関する先行研究において作成されたリンケー
ジキーファイルとその作成方法を，統合統計
メタデータ・アーカイブに保存24）し，一種の
共有財とすることできるならば，リンケージ
項目の探索の際に役立つだろう。そのために
は，制度面の検討，リンケージキーファイル
作成者の積極的貢献などが不可欠である。

5.2　オントロジー構築による展開可能性
　統計情報は，実世界をどのように観測し，
その観測によりとらえた実世界がどのような
姿に見えるかを表すものと考えてもよいだろ
う。統計メタデータが表すものとは対象物を
理解するのに必要な概念である。統計情報
アーカイブを構築する際に筆者が最も重要と
考えるのは，統計メタデータが表す概念や概
念間の関係の構造体系（オントロジー）を考
え，確立することである25）。
　用語の標準化は，用語の背後にある概念の
標準化と密接に関係していると言ってよいで
あろう。現実には，本来同じである概念が調
査ごとに異なる用語で呼ばれる場合や同じ用
語が異なる概念を指している場合が生じ得る。
既存の統計調査にはすでに長い期間用いられ
ている用語があり，それらをすべて標準化し
て共通語彙基盤を実現するのは必ずしも実際
的とは言い難い。この問題を解決するには，
公的統計分野のオントロジーの構築が有効で
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あろう。統計メタデータやその記述に使われ
る用語のオントロジーを整備することによっ
て，調査内や調査間で概念の統一性，概念相
互の整合性を持った統合統計メタデータ・
アーカイブの整備が期待できる。公的統計全
体を対象として整備されるオントロジーは，
概念の標準化を実現し得るものと言えよう。
　オントロジーの構築によって可能となるこ
との一つとして，統計メタデータが表す概念
に基づく統計データ検索の実現が考えられる。
統計データの二次利用ではまず，どのような
データがどこにあるかを知ることが必要であ
る。データの内容，種類，所在などを表すも
のはメタデータであるから，統計データの検
索は本質的には統計データに結びつく統計メ
タデータの検索に帰着すると考えられる。通
常のキーワード検索では，人が統計メタデー
タや用語の意味を解釈し，適切なキーワード
を考えて統計メタデータ・アーカイブを検索
し，統計データを得ることになる。オントロ
ジーが構築されると，検索に用いる統計メタ
データや用語に結びつく概念間の関係を用い
て，統合統計メタデータ・アーカイブから個
別統計調査の統計メタデータ・アーカイブに
至り，統計メタデータと結び付いている統計
データを得るといった検索の実現が期待でき
る。

6 ．今後の展望
　統計データは，統計メタデータと関係付け
られていなければ単なる抽象的な数に過ぎな
い。それゆえ，統計メタデータは，統計作成
者と統計利用者の双方にとって，統計データ
の意味を理解して利用する上で重要な役割を
担う不可欠な存在であると言えよう。さらに
言えば，統合統計メタデータ・アーカイブは，
公的統計の体系化，標準化だけでなく，統計
調査の品質管理の視点からも重要なものとな
る。
　統計メタデータの収集，保存は統計データ

をアーカイブに収録する時点で行うのでは遅
く，情報の散逸なく統計メタデータの収集を
可能とするためには，統計調査の最初の段階
から統計業務過程の進行に沿って，統計デー
タと一体的に収集できるような仕組みを各業
務過程に組み込んでおくことが必要である。
　いったん作成された統計メタデータをアー
カイブに収録するために組み替えたり，不足
する情報を補ったりする作業をアーカイブ組
織だけに委ねるべきではない。このような作
業は労働集約的で時間がかかるものである。
分散型の統計機構をとる日本では，統計調査
を所管する府省が分担する部分は大きいと考
えられるので，各府省が作業を進める上で，
収集すべき統計メタデータ，統計メタデータ
が表す概念などに関する記述規約やガイドラ
インといった統一的な基準の整備が必要とな
る。
　統合統計メタデータ・アーカイブの整備を
行うには，個別統計調査の統計メタデータ・
アーカイブを先に構築し，統合統計メタデー
タ・アーカイブの構築に向かうボトムアップ
型アプローチとその逆のトップダウン型アプ
ローチを双方向で進めていくのが実際的だろ
う。公的統計における統計メタデータ・アー
カイブの構築は政府全体として取り組むべき
事業と言える。それは，社会の情報基盤とし
て，統計情報がより有効に利用される上で必
要な事業だからである。
　本稿で行ってきた議論は，行政記録情報を
基に作成する業務統計のアーカイブを考える
際にも適用できる。ただし，行政記録をコン
ピューター処理可能な行政記録情報とする取
り組みの推進が必要である。また，行政記録
情報自体を二次利用のためにアーカイブ化す
ることが可能なのかについては法制度的な検
討が必要である。
　筆者が考える統計情報アーカイブは，DWH

で保存される範囲より広いものである。DWH

は，提供を考慮して，文字記号列として表現
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される電子化された情報の範囲のみをカバー
するものである26）。しかし，少なくとも紙媒
体の調査票と調査報告書の掲載統計表は実世
界の物理的存在であり，そこに記録されてい
る情報は電子化された情報以上の情報量を含
む可能性がある。たとえば，調査票の自由記
入欄や回答欄外に書き込まれた回答に関係す
る記述，調査報告書の構成や統計表の配列順
など，電子化された情報の範囲では捨象され
てしまっている情報である。調査票や統計表
をマイクロフィルムなどの光学的記録又はス
キャナー入力したイメージデータとして保存
することも統計情報アーカイブの範囲として

考えてよい。たとえば，符号化される前の産
業や職業に関する自由記入は，分類基準の見
直しや再構成後の基準による再集計結果を用
いた実証研究といった新たな研究分野につな
がるだろう。調査票は調査票情報と異なり一
定年数保存後に滅却されるし，統計表を収録
した調査報告書も物理的なスペースが不足す
ればごく少部（少なくとも 1セットづつは国
会図書館と調査主体の元で）保存されるだけ
である27）。このことは，誰もが，いつでも，ど
こでも，望みの統計情報にアクセス可能とす
る上で，将来にわたり考えていくべき課題と
いえよう。
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　査読者からは多くの有意義なコメントをいただき，本稿の改善に資するところ大であった。こ
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注

1  ）統計業務過程のモデルには必ずしも統一的な認識の合意があるわけではない。実務では，大きく
分けて調査設計，実地調査，集計，公表の 4業務過程からなるとの認識が比較的普及していると言
える。各業務過程は，さらに下位の業務過程から構成されている。

2  ）一般に，当初定められた利用目的（公的統計では調査の目的の中で記述）の範囲での利用は「一
次利用」，一次利用以外の利用（当初定められた利用目的以外の目的での利用）は「二次利用」と
呼ばれる。

3  ）本稿では公的統計の中でも中核をなす調査統計の場合を取り上げて議論を展開している。業務統
計や加工統計の場合も，統計材料が行政記録や一次統計であるという違いがあるものの，統計を作
成する業務過程は調査統計の場合とほぼ同様である。

4  ）アーカイブの保存対象となるものには，存在のありようによって，実世界の具体的存在物と情報
がある（溝口（2012）は，実世界の実在物は具体物，抽象物及び準抽象物に分類でき，情報は準抽象
物に含まれるとしている）。報告者が記述した紙媒体の調査票などは具体的存在物である。一方，情
報は，通常，電子化された形態で存在する。本稿ではオントロジー的観点を踏まえて調査票と調査
票情報，統計表と統計表情報のそれぞれの前者と後者を分けて考えている。調査票情報（に記録され
ている内容）は，紙媒体の記述済み調査票（に記録されている内容）を情報システムで扱えるように
変換（一般的には入力機器を用いて電子的な媒体に入力）したもの（実際には集計で用いる付加項目，
たとえば都道府県番号，標本調査のウェイトなども含まれる）である。オンライン調査では記述済み
調査票から調査票情報への変換過程が省略され最初から記述済みの調査票情報が作成されていると
考えられる。PDF形式の調査票もオンライン調査票も調査票と呼んでいるが，電子的な形態で存在
しているので本稿の定義では調査票情報に当たる。情報を見るには何らかの表現媒体（紙媒体や電子
的媒体など）が必要であるが，紙媒体に記録されている情報は，直接視認できるものである。ディス
プレイに表示されている情報は，コンピューター内にある情報をディスプレイという機器の画面を
通してはじめて視認できるものである。しかし，回答時には調査項目や回答記述は回答者自身が視
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認できている点は紙媒体の調査票の場合と変わらないと言えよう。
5  ）統計表情報は，統計原表に相当するものと考えてもよいであろう。統計表情報を紙媒体の物理的
な大きさに収めるためには表頭分割や表側分割をして印刷する必要がある。また，2つの統計表情
報を結合して見かけ上 1つの統計表とすることがある。それゆえ，統計原表と統計表では表番号が
異なる場合が生ずる。紙媒体という物理的制約を受けない統計表情報の方が，表としての様式の自
由度ははるかに大きい。

6  ）調査票と統計表は，情報本体と様式に加えて，これらを実世界で視認可能とする紙媒体から構成
される。

7  ）小林（2019）によれば，様式独立にすると，調査票や調査票情報は質的項目と量的項目の組で表現
できる。また，統計表や統計表情報はセルを量的項目，表頭などの分類項目を質的項目と考えるこ
とができ，やはり質的項目と量的項目の組で表現できることがわかる。

8  ）森（2008）はアーカイブに保存すべきメタデータの例としてエディティングの処理プログラムを
挙げているが，エディティングの処理プログラムを含む一連の集計プログラムは調査票情報と統計
表情報の関係をプログラム言語で一連の手続きとして記述した仕様であり，統計業務過程の中で情
報相互の関係を表す情報の例と言える。

9  ）管見の限りでは，どの統計調査もエディティングに関する情報など一部の情報は調査報告書にも
掲載されていない。また，調査員事務などの実務に関するマニュアルは，一般にはアクセスが難し
い。

10 ）たとえば，符号表からは調査票情報に「労働力状態」という項目とその項目値に「完全失業者」が
あることはわかっても，「完全失業者」の定義を知ろうとすれば調査報告書を参照する必要がある。
また，分類項目に「社会経済分類」という項目が使われている統計表情報を，各府省のホームページ
や総務省のe－Statで提供されている統計表情報の中に見つけたとき，その分類項目がどの調査項目
に該当するのかあるいはどのような調査項目どうしを組合せて導出したのかを知ろうとすると，表
とは別に調査報告書にある分類項目一覧や用語の解説を参照する必要がある。用語の解説が電子的
な情報としてウェブ上に存在していても，統計表情報の分類項目などと関係付いていないなら，表
中の数値を見ているときに別のファイルを探して開き，参照しなければならない手間がかかるとい
う不便さがある。

11 ）統計審議会（1985）では統計調査結果，すなわち集計値の意味で使用されている。統計審議会
（1995），各府省統計主管部局長等会議（2003）では，集計結果データの意味と個票データの意味の
両義が混在している。統計委員会（2009b）では個票データや匿名化データの意味で使用されている。

12 ）統計ミクロデータ（statistical microdata）とは「ある個別オブジェクト，すなわち統計単位，に関
して収集された観測データ（an observation data）」と定義されており，一方，統計マクロデータ（sta-
tistical macrodata）とは「統計的方法論に従って統計ミクロデータをある目的 /意図をもって集約す
ること（a purposeful aggregation）により得られた観測データ」と定義されている。

13）DDIについてはhttp://www.ddialliance.org/what，SDMXについてはhttp://sdmx.orgを参照。
14 ）DDIとSDMXの比較を行っているものとして，Gregory and Heus（2007），Gregory（2008），Pel-

legrino and Grofils（2013）などがある。
15 ）本稿では，一次利用型統計業務過程のモデルを調査設計，統計材料収集，統計編成，分析・公表
及び評価の 5過程からなるものと考えている。記述済み調査票は統計編成の過程の中でクリーンな
調査票情報となる。この調査票情報が二次利用の提供対象となる。なお，本稿で考えている「評価」
過程は，統計業務過程全般を対象に包括的，体系的に一連の業務過程（プロセス）とその生成物（プ
ロダクト）の品質評価を行うものである。

16 ）一次利用型統計業務過程の実行とは独立して統計情報アーカイブに情報を追加することがある。
例としては公的統計全体に影響する標準分類の改定が該当する。このような処理は，二次利用者に
影響を与える変更だが，不定期に発生することから非定型的な業務と言える。

17 ）「統計材料」という用語は，統計を作成するための材料という意味で少なくとも明治期には使用さ
れ出しており，調査票に限らず行政記録も含む概念と認識されていた（呉（1892）；高橋（1906a，
1906b））。

18 ）諸外国のミクロデータ提供の歴史的経緯，提供形態，法制度などに関するまとまった調査研究は，
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松田ほか（2000）が嚆矢であろう。また，総務省が行ったデータ・アーカイブ組織に関する調査委託
研究としては，総務省政策統括官（統計基準担当）（2007）及び三菱総合研究所（2011）がある。前記
2資料の中では，社会調査を中心に収集・提供しているデータ・アーカイブ組織の事例として米国
の ICPSR（Inter－university Consortium for Political and Social Research），イギリスのUKDA（UK Data 
Archive），ドイツのZA（Central Archive for Empirical Social Research in Cologne）のほか，日本の
SSJDA（Social Science Japan Data Archive），JEDI（Japan Educational Data－archive Initiative）などが挙
げられている。一方，政府統計では政府統計機関がデータ・アーカイブ組織の役割を担っているの
が一般的である。なお，統計委員会（2009）以前と以後では政府文書で使われる表記が「データ・
アーカイブ」から「統計データ・アーカイブ」に変わっている。

19 ）佐藤（1988），佐藤（1995）は，メタデータを用いて統計表（佐藤（1995）は「要約データ」と呼ん
でいる）のDB設計・構築の実証研究を行っている。これらは，既存の統計表に関して様式を含めた
形態でDBを構築しようとしたもので，現実の統計表様式の多様性，複雑性を解消する工夫がなさ
れているものの，管見の限りでは政府統計分野の中で同種の研究が広がることはなかった。

20 ）DBにおけるメタデータの集りはデータディクショナリ（以下，「DD/D」）と呼ばれる。DD/Dにつ
いては，Leong－Hong and Plagman（1982），椿（1982）を参照。

21 ）DWH及び多次元DBについてはKimball（1996），Inmon（2002）が，またOLAPについてはCodd et 
al. （1993）が論じている。日本では主に情報処理分野で研究が行われた（たとえば，豊島（1996），田
中ほか（1996），田中（1997），石井ほか（1998）など）。池田（2006）はDWH，OLAP及びOLTP（On-
Line Transaction Processing）を用いた民間企業のデータ蓄積及び利用について論じている。一方，本
稿ではDWHと多次元DBを用いた公的統計の統計情報アーカイブについて論じている。

22 ）このような機能はOLAPの機能の一つとして確立されており，ドリルスルーと呼ばれている。た
とえば，Excel2016のピボットテーブルには，この機能が実装されている。

23 ）無制限に公開するということではない。たとえば，エディティング規則やそれを適用したときの
データの変遷情報は，統計作成者と統計利用者に対して，公開の可否や公開の程度と範囲に制約が
あるのが現実である。また，提供時に適用する秘匿方法は公開の対象に含めないのが諸外国でも一
般的である。

24 ）現行の二次的利用制度にあっても，作成したリンケージキーファイルを一定期間保存しておくこ
とは可能である（総務省政策統括官（統計基準担当）（2019b））。しかし，データリンケージの方法論
的研究やリンケージデータによる実証研究のための共有財として長期にわたり保存しておくこと
はできない。

25 ）オントロジーの基礎的知識，理論及び適用事例などは，溝口（2005），溝口（2012）を参照のこと。
來村（2012）は医療など各種分野への応用事例が豊富である。

26 ）本稿で「電子化された情報」，「電子的な情報」と呼んでいるのは，電子的記録媒体上に存在する情
報のことである。調査票情報や統計表情報はこれに該当する。文字には記号としての文字と図形と
しての文字の 2つの側面があり，電子化された情報には文字記号列としての情報と文字図形として
の情報の 2種類がある。集計プログラムやDWHが扱う調査票情報などは電子化された文字記号列
としての情報である。一方，報告者の記述済み調査票などをマイクロフィルムやイメージデータと
したものは文字図形としての情報である。本稿では，利用者に提供する電子化された情報の範囲を
文字記号列としての情報に限定して議論を展開しているが，それは既存の一次利用型統計業務過程
の情報システムが文字記号列としての情報を扱ってきたこと，及び統計データ・アーカイブと統計
メタデータ・アーカイブの構築上の情報システム技術的な理由による。

27 ）電子的記録媒体の保存期間は技術的に半永久的とは言えないこと，及び記録された情報を読み取
る機器がないと内容を知ることができないため機器の技術的寿命に制約されることが，紙媒体が
残っている理由と考えられる。それゆえ，アーカイブに保存しておくものは，電子化された情報（文
字記号列として表現されたものと文字図形として表現されたもの）だけでなく紙媒体による記録も
必要と言えよう。
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Potentiality of Statistical Metadata Archives in the  
Official Statistics of Japan

Yoshiyuki KOBAYASHI＊

Abstract

　This study proposes the construction of integrated statistical metadata archives referred to herein as In-

tegrated SMA and the establishment of domain ontology in official statistics and indicates the potentiality of 

both.

　The statistical information generated through the statistical business process （SBP） is defined as the in-

formation comprising both statistical metadata and data with the associated statistical metadata. This study 

examines an SBP model presupposing the secondary use of statistical information and the properties of the 

statistical information to be satisfied. Furthermore, it is pointed out herein that the data warehouse technol-

ogy plays an essential role in constructing the statistical information archives of respective surveys. The 

statistical data and metadata archives constitute statistical information archives.

　The statistical metadata in official statistics can be classified into three layers: global, semi－global, and lo-

cal metadata layers. The standardization of the terminology on the official statistics and the traceability of 

statistical information are feasible when the Integrated SMA based on the three－layer structure is con-

structed. The establishment of ontology on the official statistics can standardize statistical metadata con-

cepts.

Key Words

Statistical metadata, Statistical business process, Data warehouse, Traceability, Ontology
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4－8　 転載を希望する記事の発行時に，その執筆者が非会員の場合には，4－4，4－5項を準用する。 

1997年 7月27日制定（2001年 9月18日，2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年
9月15日，2009年 9月 5日，2012年 9月13日，2016年 9月12日一部改正）

『統計学』創刊60周年記念特集掲載号発行規程

　『統計学』創刊60周年記念特集論文（以下，記念特集論文）の掲載号の編集・発行作業は，経
済統計学会2014年度会員総会の決議にもとづき『統計学』創刊60周年記念事業委員会（以下，事
業委員会）が行なう。記念特集論文の掲載号（以下，記念特集掲載号）の発行は，本規程にした
がって処理される。
１．総則
1－1　テーマの確定及び原稿執筆者の選定と資格
　特定テーマに関わる論文構成の確定及び執筆者の選定は，企画案と執筆計画にもとづき，
事業委員会が行なう。

1－2　未発表
　原稿は未発表ないし他に公表予定のない原稿に限る。

1－3　原稿の採否およびレフェリー制の導入について
　提出された原稿の採否は，レフェリーによる厳格な審査の結果にもとづき，事業委員会
が決定する。レフェリーの選任は事業委員会が行なう。事業委員会は原稿の書換え，訂正
を求めることができる。

1－4　執筆要綱
　原稿作成は別に定める『統計学』創刊60周年記念特集掲載号執筆要綱にしたがう。

２．原稿の提出
2－1　原稿の締切り
　本誌発行の円滑のため，締切り日を設ける。締切り日以降に原稿が到着した場合や，訂
正を求められた原稿が期日までに訂正されない場合，掲載されないことがある。

2－2　原稿の送付
　原稿は原則として，PDFファイル（『統計学』の印刷レイアウト）を電子メールに添付して
事業委員会委員長へ送付する。

2－3　原稿の返却
　提出された原稿は，採否にかかわらず原則として返却しない。
2－4　校正
　掲載が決定した原稿の著者校正は初校のみとし，内容の変更を伴う原稿の変更は原則的
に認めない。内容の変更を伴う変更の場合は，事業委員会およびレフェリーの許可を必要
とする。初校は速やかに校正し期限までに返送するものとする。

2－5　執筆などにかかわる費用
　投稿料は原則として徴収しない。別刷は，執筆者の希望により，作成するが，実費を徴
収する。校正段階で原稿に大幅な変更が加えられた場合，実費の徴収などを行うことがあ
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る。
３．著作権

　記念特集論文の著作権は経済統計学会に帰属する。詳細は，『統計学』の投稿規程に準ず
る。

『統計学』創刊60周年記念特集掲載号投稿原稿査読要領

1．経済統計学会（以下，本会）の機関誌『統計学』創刊60周年記念特集掲載号に掲載する「論
文」の査読制度について，この要領を定める。

2．『統計学』創刊60周年記念事業委員会（以下「事業委員会」）委員長に送付された原稿につい
ては，事業委員会による第一次審査を行い，事業委員会が別に定める「執筆要綱」に準拠し
ているかどうかを判定する。

3．「論文」の掲載にあたっては，第二次審査を必要とする。
4．第一次審査を経た「論文」の原稿は，速やかに第二次審査へ付されるものとする。
5．事業委員会は，次の事項を審議決定する。
⑴　第一次審査結果の確認
⑵　第二次審査を担当する2名のレフェリーの選任

6．第二次審査にあたるレフェリーは会員から選任する。
7．第二次審査にあたって，レフェリーについては匿名性を確保する。
8．第二次審査における判定は，⑴論文として掲載可，⑵論文として条件付掲載可，⑶掲載不
可とし，レフェリーはその理由を明示するものとする。

9．第二次審査でレフェリー間での審査結果が異なる場合には，事業委員会はレフェリーと協
議し，掲載の可否について最終的な判断を下すものとする。
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